
合計ブロック塀転倒、屋外落下物火災山崖崩れ津波建物崩壊区分

約５１００――約１０約５１００約１０
人数

（早期避難率低）

約２０００――約１０約２０００約１０
人数

（早期避難率高）

広報しもだ ２０１３.８月号 －２－

静岡県第4静岡県第4次次
地震被害想定が発地震被害想定が発表表

本想定は、第３次地震被害想定（平成１３年）以降に発生した、東日本大震災をはじめとす

る地震・津波災害が残した教訓や科学的知見を生かしつつ、地震・津波の想定をレベル１・

レベル２とし、それらがもたらす被害の様相を想定しています（８～９ページに南海トラフ

巨大地震を想定した最大浸水深図を掲載しています。）

市は、これを地震・津波対策の基礎資料として活用します。また、皆さん一人ひとりが、

自らの命を守るため「自分で考え、判断し、行動する」ための参考として活用してください。

相模トラフ沿いで発生する

地震

駿河トラフ・南海トラフ沿い

で発生する地震
概 要区 分

大正型関東地震

（マグニチュード８．０程度）

東海地震

東海・東南海地震

東海・東南海・南海地震

（マグニチュード８．０～８．７）

発生頻度が比較的高く（駿河トラフ・南海ト

ラフでは約１００年～１５０年に１回の間隔）、発

生すれば大きな被害をもたらす地震・津波

レベル１の

地震・津波

元禄型関東地震

（マグニチュード８．２程度）

南海トラフ巨大地震

（マグニチュード９程度）

発生頻度は極めて低いが、発生すれば甚大

な被害をもたらす、あらゆる可能性を考慮

した最大クラスの地震・津波

レベル２の

地震・津波

震度５強震度６弱震度区分

６１．４４６．３面積（錫）

平均最大区分

１５ｍ３３ｍ高さ

合計火災山崖崩れ津波人口造成地液状化揺れ区分

約３７００―約９０約３４００―約４０約９０棟数

●想定対象地震について

●下田市において最大の被害をもたらす
「レベル２の地震・津波（南海トラフ巨大地震）」被害想定について

震度 津波高

全壊・焼失棟数 ※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。

合計火災山崖崩れ津波人口造成地液状化揺れ区分

約１４００―約２００約６００―約９０約６００棟数

半壊棟数 ※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。

死者数 ※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。

―第一次報告のポイント― 問問合せ問合せ先先 市民課防災係市民課防災係 緯緯嬰嬰４１４５４１４５問合せ先 市民課防災係 緯嬰４１４５

－３－ 広報しもだ ２０１３.８月号

下田市の防災の要である「下田市地域防災計画」を静岡県第４次地震被害想定や

静岡県地域防災計画を踏まえながら現行防災計画を改訂します。また南海トラフ

巨大地震クラスの大規模災害時に職員が対応できるよう「災害時職員初動マニュア

ル」を作成します。

下田市地Ҭ災ܭըվగٴͼ災害࣌৬һॳಈϚχϡΞルの࡞

静岡県の取り組み

県管理：吉佐美海岸、下田港海岸

市管理：吉佐美漁港海岸、田牛漁港海岸

（対策の内容や範囲等は今後の詳細検討の結果、変更となる可能性があります。）

海岸の津波対策施設整備箇所（予定） 河川の津波対策施設整備箇所（予定）

県管理：稲生沢川、大賀茂川に水門設置

減減災災に向けた取り組に向けた取り組みみ
市では静岡県第４次地震被害想定を踏まえ、人命を守ることを最も重視し、地震・津波

対策をハード・ソフトの両面から可能な限り組み合わせて充実・強化することにより、想

定される被害をできる限り軽減すること、「減災」を目指します。

静岡県と共同で「デジタル防災行政無線」を整備します。市内小中学校などの

広域避難所にデジタル防災行政無線を配備し、市災害対策本部との連絡手段とし

て活用します。また、下田市と同様に今回静岡県と共同で整備する他市町との相

互通信が可能となり、災害時の連絡手段として広域で活用できます。

σδλル災ߦແઢڞಉ整備ࣄ

静岡県第４次地震被害想定で示される津波浸水域を基に、避難所や津波避難ビ

ル、各自主防災会で想定している避難場所などを検証し、大規模災害に対応でき

る津波ハザードマップを作成します。

津波ハβードϚοϓの࡞

南海トラフ巨大地震に伴う津波によって、広範囲にわたり浸水することが予想

され、人口が多く高台が少ない地区に津波避難施設を整備します。

旧町内地区：津波避難施設（下田幼稚園避難路等）整備工事

西本郷地区：小山田１号線路面修繕工事及び小山田避難路整備工事

津波ආ施設整備ࣄ

第４次地震被害想定において推計された被害をできる限り軽減するため、津波対策をはじめ

広範な地震対策の主要な行動目標を策定したものです。

静岡県地震・津波ΞΫγϣϯϓϩάラϜ����

防潮堤等津波防御施設の整備を進め、平成２５年度から平成３４年度までの１０年間で、レベル１

の津波による人的被害を８割減少させることを目指します（１０ページに詳細を説明しています。）。

対策のபは「津波を͙」


